







A Study on the Building Process in the Outskirts 
of a Local Central City 
-No.2 A Report of Housing Conditions on the 
SprawIing Area一
Yasuhiro SAKURAI， Yutaka SHIROYA 
(Received Apr. 14， 1976) 
This report is a series of“A study on the bui1ding process in the outskirts 
of a local central city lNo. 1 The actual conditions of land-disposal and the 
conditions of the agricultural management)一一 Memoirsof the facurity of 
engineering， Fukui university Vol. 24. No. 2，1976一一
And this report aimes to make cIear the actual conditions of inhabitants in 
the sprawled area--mainly the actual conditions of their removaI.一一.
1. More of inhabitants had been in Fukui before removaI. 
2. Many of inhabitants had removed from rented houses which were in the 
built-up area or in the sprawling area. Their reasons of removal are 
occupied by the will to have their own houses. 
3. Inhabitants from their own houses in the built-up area had removod by the 
reason of physical factors一一“old"or“narrow". And it is important that 
these cases are consist of“All members removal" and “Some members 
removal". 
4. There are many cases th3t young inhabitants hope to have their own 
houses when they are married. And private development of building lots 
catched their hopes. 
5. But the residential environment of the building lands developped by private 
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れるD とくに敷地面積 120m2 未満では過半数が建ベ
イ率60%以上である口
なお，敷地面積に関しては若干の収入特性がみら
れ， 世帯年収 r280万円以上」では敷地面積 r200m2
以上」が32%を占めるのに対し， 1200~280 万円未
満」で22.4%， n40~200万円未満」で 21.8%， 1140 
万円未満」では13.8%である O
(2) 住 宅 水 準
住宅の延床面積，室数についても，図4に示すよう
401 
に， 1分割」が「一括」を 1ランク上回っており， た
とえば室数では「分割」での 16室J31.9%， 15室」
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いる O すなわち，他地域では 16畳未満/人」は4割
ほどであるが周辺市街地」では「中心市街地・借






















街地」については， 1社宅J，1公営住宅」の7割が「分 合は 1割弱がほとんどであるが，ただ 1周辺市街地








「全員転居・増加J18.9%. 1一部転居・増加J11. 9 持地持家」で66.6%，1借地持家」で46.2%，1借家





・変化なし」の割合がとりわけ高い (1分割」の「ー 加」が 1/4ほどを占めている点が目立つ口また，前住
部転居J5.4%に対して「一括」では17.1%である〉。 宅取得方法別にみて「全員転居・増加」の割合が高い
表1 前住地・前住宅種類別にみた転居の性格
骨1 骨Z 骨B 現家族型
室出平uit均数宅事室仏軍数
転居理由 (S.A.)
前住地・前住宅種類 望建築一居率部転世員帯増人加 ∞|吋C-4 躍t旨間障害が
1.中心市街地・持地持家…32.3% 30.0%120.6% 11.8% 32.4% 4.7師時12.1 %!27 . 3%!30. 3% 
2. -'/ ・借地持家 87.5 1，38.9 27.8 135.3 5.9 29.4 3.72 :5.25 28.6 121.4 17.1 
3. -'/ -民民間借家間 11.8 9.2 31.9 22.7 9.1 27.3 2.82 4.09 36.4 18.2 22.7 
4. ，ク .アパート 7.7 8.3 16.7 18.2 45.5 2.31 4.69 16.7 33.3 41. 7 
5. -'/ -社 宅 7.1 21.4 20.0 6.7 46.7 2.31 5.07 50.0 38.5 7.1 
6.周辺市街地・持民 借，家 33.3 36.9 26.3 10.0 5.0 50.0 6.3 37.5 31.3 
7. タ ・アパート 18.2 7.7 15.4 6.7 26.7 3.13 !4.81 29.4 11.8 29.4 
8. タ ・社宅 25.0 12.5 12.5 12.5 3.50 15.86 71.4 
9. -'/ ・公営住宅 20.0 36.4 9.1 10.0 20.0 50.0 2.55 14.90 22.2 11.1 44.4 
10.新市街地・持民借，家 76.9 78.6 42.8 8.3 66.6 5.73 15.27 15.4 69.3 7.7 
11. -'/ アパート 10.5 42.1 5.0 5.0 35.0 3.05 15.17 44.4 11.1 11.1 
12. タ -社 宅 36.4 16.7 16.7 25.0 3.09 5.00 45.5 36.4 9.1 
13. タ -公営住宅 18.2 19.0 27.3 9.1 22.8 2.21 4.86 38.9 5.6 33.3 
14.市内遠隔地・持 家 84.0 47.8 39.2 32.0 4.0 48.0 5.37 5.09 8.7 52.2 17.4 
15. タ 借 家 11.1 6.7 46.7 33.3 13.3 26.7 2.87 4.81 50.0 12.5 6.3 
16.市 外・持 家 18.8 9.5 23.8 120.0 12.0 40.0 5.24 15.22 4.6 40.9 4.6 






















































































































S.A. M.A. 全転居員 I一転部居 全転居員 I一転部居借出 ~本アトパ一社 宅住 宅
1. 住宅が古かったから 5.4%10.5% 25.0% 一 %163.2%18.2% 4.3% 一%一%3.2% 
2. 住宅が破損したから 0.3 0.9 2.5 一 9.1 
3. 住宅が狭かったから 17.8 30.2 47.5 18.2 42.1 9.1 31.9 38.9 27.8 53.2 
4. 住宅の間取，設備が悪かったから 2.5 8.2 25.0 一 26.3 9.1 8.5 8.3 6.3 
5. 職業の関係上 9.2 11.3 10.0 18.2 6.4 5.6 
6. 結婚のため 21.0 24.3 10.0 72.7 45.5 4.3 27.8 8.3 12.5 
7. 親から独立， ，'gljれて生活するため 8.9 15.5 15.0 51.5 27.3 6.4 5.6 11.1 
8. 子供が大きくなったから 8.3 20.3 25.0 9.1 26.3 9.1 25.5 27.8 22.2 28.1 
9. 親または若夫婦と同居するため 1.6 2.8 2.5 5.3 5.6 5.6 9.4 
10. 持家指向，その他 25.1 26.8 10.0 9.1 26.3 18.2 44.7 22.2 58.3 37.8 
制民間借家，民間アパート，社宅，公営住宅については「全員転居」のみの値であるO
かったからj，r子供が大きくなったからJの割合は，

















































































































































項目 とも「一括」の方での不満が高く，とく に 「部屋
が狭くて……J，1間取 ・設備が悪し、」では倍以上の差
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人室J. r若夫婦室」など居室の割合が高く 1 r一括」
では「子供室」および設備関係の増築割合が高L、。
cr子供室」の増築予定は.r分割」の31.9%に対して
「一括」では57.8%である〉。
6. まとめと考察
以上の調査結果から，民間開発住宅地への住宅需要
実態をまとめると次のようであるo
(1) 居住者の多くは，既成市街地内および民間開発が
進行しつある新市街地周辺における各種の借家からの
転居世帯であり，これらの世帯では入居前に公営住宅
.民間借家を含めて多くの住宅取得行動をとっている
が，潜在的にある「自分の家を持ちたし、」とし、う持家
指向意識に対して.r容易に入手できる」というメリ
ットをもって民間の宅地分譲あるいは建売住宅分譲が
応えたものである。とくに，公営住宅を除く民間の借
家・アパート居住世帯では r住宅が狭かった」とい
う物理的な転居要因よりも意識的な持家指向が相当に
強い。
白)一方，戦災復興区画整理による中心市街地からは
多くの持家層の転居がみられる。これらは主として
「住宅が狭L、」あるL、は「住宅が古L、」といった物理
的不満に起因するものであり，ある意味では建てづま
りの進行した既成市荷地において，持家階層でありな
がら住宅改善がなしえないことを示すものであり注目
されるo こうした持家からの転居の仕方は，世帯構成
員全員が転居する場合と構成員の一部が転居する場合
の2つのケースがあり，後者が3，4害uを占めているo
(3) その他に，とくに新市街地および周辺市街地での
持家から結婚によって生ずる住宅需要に対しでも，
「容易に入手できる」という点から応えている面も多
分に強L、。居住者側にあっても，住宅地選択にあたっ
て積極的に住宅環境を評価するとかl育報を選択すると
いった姿勢はあまり高くなL、。
(4) 全体として構成される住宅地としての居住者の構
成は，圧倒的にホワイトカラー層中心で，世帯主年齢
30才代，世帯人員3，4人といったライフサイクルの若
い世帯が中心であるが，一方で2割ほどの複合世帯も
含まれているo このことは，現時点において既に，医
療・保健といったサービスの体系を極めて強く要望し
ているとともに，住宅地への定着がすすむにつれて教
育・スポーツを中心とした各種の施設整備の必要性を
客観的にも意味するものであるo
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(5) 現在の住宅規模は4，5室が中心であるが，建売分
譲住宅は，分譲宅地での新築住宅に比して畳数，室数
ともにーランク低下し，建ベイ率も高いものが多し、。
そして，分譲宅地へは比較的高収入層が，逆に建売分
譲住宅へは相対的には低収入層が，といった階層性が
みられるG
(6) 全般的には，現在の住宅に対する不満は少ないも
のの，建売分譲住宅では「敷地が狭L、」ことを中心に
住宅内部に関しても相当な不満がみられる。また，住
宅の評価全般に影響を与えるものとじて敷地規模の比
重が相当に高いものである点が注目されるQ
(7) 現在の住宅へ入居後間もないが，約半数の世帯で
は増築の予定をもっており，すでに建ベイ率60%以上
の宅地でも 3割が増築を予定している口その内容は
「子供室」を中心としているが， r居間J，r予備室J，
「設備関係」と多様である O
(8) 一方，住宅まわりの生活環境については，消費・
娯楽・文化面での不満はかなり高く，とくにショッピ
ングセンター設置に対する要望は極めて強し、。しかも
宅地分譲地では道路舗装・下水道完備など基盤的な環
境整備の不充分さを訴える声が相当に高L、。
以上のように，民間開発による宅地・住宅の供給
は，多くの若年層の「自分の家を持ちたい」という欲
求に対して「容易に入手できる」ことを大きなメリッ
トとして応えているが，増築予定世帯の高さ，あるい
は施設整備の不充分さの両面からみて，住宅地として
の条件確立はこんごに残された課題というべきである
うO
むすび
以上2編の研究報告は，福井市の市街地周辺で進行
しているいわゆる宅地化の現象について 1編はその
開発対象とされた農地を売却・提供した農民側の調査
を通じて，他の 1編はその開発・造成された宅地を購
入し住宅を建設あるいは購入して入居した居住者側の
調査を通じて，宅地開発ないし都市・住宅計画のあり
方を進言する観点から，その経過と本質を解明しよう
としたものであるが，両編を通じての結論的説明なら
びに今後の研究的課題を記してむすびとしたし、。
一般に，市街地周辺の農地が宅地に転用され，住宅
を中心とする建物その他が建設されて市街化していく
「宅地化」の現象は，いわゆる開発業者・不動産業者
あるいは建設業者によるむしろ積極的な農地購入によ
って始動する。それは， 日本列島改造論に象徴される
開発促進政策と相まって，高度経済成長下での地価の
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急激な上昇が，開発業者たちの経営意欲を刺激したか
らであり，大規模な土地買占めを全国的に進行させ，
福井もまたその例外で、はありえなかった。もっとも，
新都市計画法の制定によって，同法に規定する市街化
区域では，農地を宅地へ地目変更するいわゆる農地転
用は， 許可によらず届出手続だけで可能になったの
で，業去を介在させずに宅地需要者を農地所有者との
聞の相対の取引きがふえることも考えられるが，調査
結果にも現われているように，入手が容易なことを望
み手続の面倒なことを嫌うのが需要者一般の動向であ
るD いずれにしろ「宅地化」の主導権は開発業者たち
が握っており，今回の調査対象地域にも大小含めて数
社のこれらの業者が入り込んでいるo
ところで，これらの業者が農地買収に積極的に乗り
出すのは，相応の住宅需要，とくに持家取得指向の存
在を背景にしている。すなわち，①都市の外部から内
部への人口・世帯の流入，①都市内部での新世帯形成
あるいは世帯化，①住宅の改善ないし住生活の向上の
活動に基礎を置いた新築住宅取得の需要の存在であ
る。福井市の場合，①については実数としても必ずし
も多くはないが，それでも年間1万数千ないし2万人
程度の流入人口があり， これは直ちに市街地周辺の
「宅地化Jへ走るものではないにしろ，数年後の大き
な需要圧力になっていることは否めなし、。①に関して
は比較的大家族主義であるとはし、ぇ，やはり時代の流
れにはさからえず，調査結果でも「結婚」や「親から
の独立」を理由とする転居の比率の高いことが示され
ており，①も含めて年間の世帯数増加はほぼ2千世帯
に達しているO そして③の動向については，土地・住
宅を資産視し資産家であることを人間的・社会的評価
の最重要の基準とする意識の異常な強さとともに，全
国屈指の持家率の高さと住宅規模水準の高さを背景
に，増改築行動の活発なこともさることながら，その
市街地内部での実現には限界があるために，郊外での
指家取得希望はきわめて強心それは調査結果に明瞭
に示されているO このように，むしろ過疎地帯にある
人口20数万の中都市にもかかわらず，福井市における
宅地および新築住宅の需要は相対的に高水準にあると
いってよし、。
報告その lは，そのような住宅需要を背景とした宅
地開発業者の積桓的な勧誘・説得に対して，結局は農
地を手放してしまった農家の対応実態を調査し分析し
たものであるが，そこには，全体として日本の農業，
福井の農業を縮小・衰退させてし、く具体的経過が示さ
れていると同時に，すでに進行している農民の階層分
化とその分化した階層ごとに農地および農業に対する
考え方が明確に異っていることが示されている口すな
わちまず，昭和20年代に労働力人口のほぼ半数を占め
た農業人口を，現在20%にまで縮小した農民切捨てと
食糧外国依存の農業政策のもとで，しかもやっと農業
に踏みとどまった農家で‘さえ，農業だけでは生活でき
ずに兼業化を余儀なくされている農業経営の状況が，
開発業者たちの働きかけで，なおいっそう深刻化する
ことが読みとれる。そして 1ha未満の小規模農家で
は，すでに農業に見切りをつけて保有農地の大きな割
合を売却してしまう傾向が強くみられ，少なくとも現
状維持を願う 1ha以上保有の中規模農家では，大量
に手離したものほど売却行為を後悔し，また農業発展
の観点から「宅地化」の進行に批判的であるのに対し
て，それ以上の大規模農家では必ずしも土地売却によ
る打撃が大きくはないために1"宅地化」を「時代の
流れ」として「ある程度やむをえなし、」ものとして受
け取っているようにみえる。以上の経過は，市街地周
辺の宅地化の進行が農業の衰退に拍車をかけることは
もちろんのこと，農地を手放す農家自身にとって決し
て自発的な肯定的なものとして行なわれているもので
はないことを示しており，世上“近効農家のボロもう
け"といってうらやむことがし、かに無責任な中傷であ
るかを思い央日るのであるO
こうして買い上げられた農地は開発業者によって宅
地として造成され，マスメディアあるL、は口こみを通
じて分譲地として市場に出されることになるが，宅地
の分譲は，そこに住宅も建設して土地付き建売りの方
式で分譲される場合と，宅地分譲だけで建物は宅地購
入者の建設に委ねられる場合とがある。しかし後者の
場合も最近では，宅地造成業者と建築請負業者とが提
携していて，宅地分譲の条件の中にその建設業者を指
定するいわゆる建物ひも付き土地分譲の方式が多くな
っているoいずれにせよ，前者の方が手続上も面倒が
なく価格面でも比較的安価であるかわりに相対的に質
は劣ること，そして後者の方がその反対であることは
むしろ当然であるo [""宅地化」は開発業者の農地買上
げに始まって分譲地への居住者の入居をもって一応完
結するが，報告・その 2はこれらの分譲地居住世帯に
ついて，その社会階層や転居経過その他を調査・分析
したものであるD
調査の結果，これら分譲地への入居世帯は85%が市
内からの転居であり，世帯主年齢が3例t前半を中心に
40才未満で60%を越えること，前住地・前住宅の所有
関係や居住状況が分譲地・新住宅の取得方法や転居形
態と無関係ではないこと，そして転居を促す理由が必
ずしも前住宅の狭さなどの物的条件にあるのではな
く，むしろ前述したような福井の特色としての強固な
持家取得指向にあること，さらにこの持家指向を実現
するうえで業者の介入による「容易に入手できる」点
が有効に働いていること，等々が明らかにされた。し
かも一方で，新住宅について規模の上では全般に前住
宅より改善されてはし、るものの，敷地の狭さや間取・
設備の悪さなどの不満を持つ者が半数を越え，建売住
宅における不満は特に大きいこと，また住宅地として
の居住環境についても，買物・文化・娯楽・医療など
の施設未整備への不満，道路・下水など生活基盤的条
件への要求が，建売であると新築であるとを問わず同
様に強いことが知られた。これらのことは，民間の開
発業者に委ねられた住宅・宅地の供給が業者に大きな
利潤を保証しこそすれ，住宅そのものを含めて居住者
を満足させるような住宅地の形成にはなかなかなりえ
ないことを示している。
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以上の分析を通じて，高度経済成長のもとで投機的
な地価の高騰をテコに開発業者によって急展開された
「宅地化」は，結局は農地を買いたたき農業を破壊し
つつ農民の犠牲において，しかも無秩序に無計画に不
完全な住宅地を郊外に拡張したと結論してよいであろ
う。当面これら新開発地域の生活基盤ないし都市施設
の整備が急がわねばならないことは当然ながら，そも
そも市街化区域内の農地の宅地化が都市発展のための
要件なのかどうか，都市のあり方の原点にかえって再
検討する必要があろう O そしてこの2編の報告が，宅
地開発のいわばミクロな具体的経過に焦点を当て，ま
た開発業者の行動をむしろ与件としてこれを受入れる
側の実態を調査したものであるのに対して，今後の研
究課題は，いわばマクロな宅地開発の動向を整理する
とともに，開発業者自体の意団・経営・役割などの実
態を明らかにする方向に求められねばなるまし、。
